
 

 

 

補 助 金 外 部 評 価 結 果 

報 告 兼 最 終 評 価 資 料 

【制度的補助】 

 
 



１ 補助金評価の必要性と目的 

  個人や団体に交付している補助金の交付期間の長期化に伴い、既存補助団体等の

既得権化、補助対象事業の硬直化、新規補助事業が制度化されにくい環境など、

時代に合った補助制度への見直しが必要であり、現行の補助金を再評価する必要

があります。 

  そこで、より公益性・公平性・透明性の高い補助制度を構築するため、次の２点

を踏まえ評価します。 

 (1) 補助金の果たす役割や効果の検証 

 (2) 補助金の適正な執行の確認 

 

２ 評価の対象とする補助金 

  補助金は、交付金、助成金、補給金など、様々な名称のものがありますが、今回、

見直しの対象とする補助金は、「補助制度の対象資格を得れば、誰でも当該補助

を受けることができるもの（制度的補助）」とします。 

  なお、制度的補助以外の補助（特定者補助）は、まちづくり事業提案制度の導入

と合わせて「ゼロベースによる見直し＝公募補助制度」を検討していく予定とな

っています。 

制度的補助（別紙１）…Ｈ22 当初予算額 498,782 千円／72 件 

補助制度の対象資格を得れば、誰でも当該補助を受けることができるもの 

【※補助金調査・評価シート一覧※】

特定者補助（別紙２）…Ｈ22 当初予算額 196,484 千円／56 件 

①要綱等に特定の団体名などが規定されている補助 

 ②予算科目上、特定の団体などに支出することが明らかな補助 

 

 

 

 

 

 

 

３ 外部評価 

  評価の客観性・透明性を確保するとともに、より公益性・公平性・透明性の高い

補助制度を構築するため、外部評価を実施しました。 

  外部評価は、民と官の連携による公共サービス改革検討委員会委員が補助金の所

管課に対してヒアリングを実施した上で行いました。 

（ヒアリング対象補助…H22 当初予算額 423,060 千円／41 件） 

・時限立法           ・平成 22 年度当初予算額 100 万円以下補助

外部評価対象外補助 

・市長マニフェスト関連補助   ・事業仕分け実施済補助 

・実施計画拡充補助       ・廃止／廃止予定補助（経過措置対応） 

 

 

 

 



４ 民と官の連携による公共サービス改革検討委員会委員 

（敬称略）  

役 職 氏  名 経  歴  等 

福 嶋  浩 彦 
東京財団上席研究員、中央学院大学教授 

前我孫子市長 （任期/平成 22 年 8月 5日まで）
委 員 長 

中 村  卓 
構想日本政策担当ディレクター 

（任期/平成 22 年 10 月 8日から）

副委員長 阿部  晋一郎 ㈱教育春秋社代表取締役 

委 員 市 川  浩 ㈱倉業サービス代表取締役会長 

委 員 伊 藤  伸 内閣府行政刷新会議事務局参事官 

委 員 河 村  明 彦 ㈲河村設計代表取締役 

委 員 船 生  綮 子 薬剤師 

 

 ※任期…平成 21 年 5月 27 日～平成 23 年 3月 31 日 

  

５ 補助金の評価方法 

  補助金調査・評価シート作成 

補助金外部評価 

 

 

 
【ヒアリング回数…４回】 

 

 

 外部評価に対する見直し案の提案等 

行財政改革推進本部による 

 

 

 
見直内容の決定 

 

 

 平成 23 年度当初予算反映等 
 



６ 評価の視点 

  次の３つの視点から補助金の評価（現状のまま継続・見直しの上継続・廃止）を

します。 

 (1) 補助の必要性 

   ①補助目的が今の社会経済状況においても合致している。 

   ②今の社会経済状況において、優先的に（≒税金を投入して）補助を行う必要

がある。 

   ③施策の実現に当たって、補助制度の活用が一番望ましい（今後の継続性を

含む。）ものである。 

   ④補助金を廃止することにより他の施策に及ぼす影響がある。 

 (2) 補助対象者の的確性 

   ①補助目的に合致する対象者である。 

   ②市税等の滞納がない対象者である（補助目的に照らして可能なもののみ）。 

 (3) 補助率・補助額の的確性 

   ①所得階層に応じた補助額又は所得要件を設けている（補助目的に照らして可

能なもののみ）。 

 

７ 補助金評価ヒアリング 

 第１回 ７月２７日（火） 

福祉課 地域福祉事業補助金 350 550

福祉課 ボランティア活性化事業補助金 2,850 3,030

2 高齢者福祉課 介護保険利用料補助 8,800 8,500

3 学校教育課 大会出場等補助金 1,500 1,500

4 教育総務課 幼稚園等就園奨励費補助金 145,644 127,815

5 教育総務課 入学準備金利子補給 1,320 1,796

6 保険年金課 人間ドッグ利用補助金 16,140 10,760

7 保険年金課 宿泊施設利用補助金 2,220 2,015

22予算額 21予算額所　属

1

補助金名事業数

 

 

 第２回 ８月５日（木） 

1 安心安全課 富士見市自主防災組織育成補助金 1,400 1,100

障害福祉課 地域活動支援センター事業補助 28,389 28,389

障害福祉課 移動支援事業補助 20,880 20,880

障害福祉課 日中一時支援事業補助 3,186 2,946

3 障害福祉課 障害児（者）生活サポート事業補助金 3,107 4,410

4 障害福祉課 診断書料補助金 2,100 1,500

2

障害福祉課 心身障害者地域デイケア事業運営費補助 7,954 13,302

障害福祉課 生活ホーム運営費補助 1,815 5,184
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 第３回 １０月８日（金） 

1 生涯学習課 富士見市指定文化財保存管理補助金 3,544 0

2 生涯学習課 地区体育祭補助金 1,100 1,100

3 産業振興課 水稲広域防除事業補助金 1,944 1,944

4 産業振興課 中小企業退職金共済掛金等補助金 1,946 1,700

産業振興課 小用排水路工事等補助金 1,700 2,049

産業振興課 揚水機場動力費補助金 3,000 3,000

6 産業振興課 商店街活性化推進事業補助金 2,133 2,299

7 産業振興課 商店街環境施設整備事業等補助金 3,159 0
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 第４回 １１月１０日（水） 

1 議会事務局 政務調査費交付補助 5,040 5,040

子育て支援課 家庭保育室施設補助金 1,536 1,152

子育て支援課 家庭保育室賠償保険補助金 33 25

子育て支援課 延長保育推進事業補助金 27,800 27,800

子育て支援課 地域子育て支援拠点事業補助金 29,964 32,516

子育て支援課 一時・特定保育事業補助金 12,780 9,720

子育て支援課 一歳児担当保育士雇用助成費補助金 18,480 20,160

子育て支援課 アレルギー等対応給食事業補助金 3,000 3,000

子育て支援課 民間保育所振興費補助金 2,400 2,400

子育て支援課 入所児童育成費補助金 15,882 16,446

子育て支援課 施設補修費補助 1,200 1,200

子育て支援課 土地借上料補助金 3,200 3,200

子育て支援課 保育士職等給与調整事業補助金 18,144 18,468

子育て支援課 事務職員雇用助成費補助金 2,550 2,560

子育て支援課 産休明け保育事業費補助金 5,975 6,000

子育て支援課 職員処遇改善費補助金 3,255 3,185

7 子育て支援課 特別支援学校放課後児童クラブ補助金 5,640 5,640
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８ 所管課の意見聴取（参考：所管課意見聴取シート（別紙３）） 

  補助金の外部評価が「見直しの上継続（重点化・制度変更・ゼロベースによる見

直し）」又は「廃止」となったものについて、所管課の意見を聴きました。 

  ※「重点化」とは、コストを集中的に投入すべきと評価したものです。 

  ※「制度変更」とは、補助対象経費や補助率を変更すべきと評価したものです。 

  ※「ゼロベースによる見直し」とは、現行の補助金を一旦凍結した上で当該補助

金をゼロから見直すべき（廃止とは異なります。）と評価したものです。 

 



９ 補助金評価（最終） 

  所属長評価（意見聴取を含む。）と外部評価を踏まえ、行財政改革推進本部会議

で最終的な評価内容（見直し）を決定しました。 

 (1) 制度的補助評価結果一覧（別紙４） 

 (2) 制度的補助見直し兼公表シート（別紙５） 

 


